（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：庁舎管理費
	事業名　岐阜県庁舎再整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　総務部　県庁舎建設課　推進係　電話番号：058-272-1111（内2219）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11119@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　2,166,100千円（前年度予算額：584,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産
収 入
	寄附金
	その他
	県 債
	一　般

財　源

	前年度
	584,500
	49,680
	0
	0
	0
	0
	0
	283,600
	251,220

	要求額
	2,166,100
	24,000
	0
	0
	0
	0
	5
	1,198,900
	943,195

	決定額
	2,113,000
	24,000
	0
	0
	0
	0
	5
	1,490,800
	598,195


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
現庁舎は昭和４１年２月の竣工から５３年が経過し、老朽化や執務スペースの狭あい化に加え、大規模地震発生時には災害対策の中枢拠点として十分に機能できる耐震性が満たされていないことから、県庁舎の再整備の必要がある。
（２）事業内容

平成２９年１０月に基本設計を策定し、平成３０年度には実施設計として取りまとめた。
平成３１年度は、建物本体の建設工事に着手する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　県　１０／１０
　　　※建物建設工事については、交付対象事業費の２／５の国補助あり。
（４）類似事業の有無
　　無し

３　事業費の積算内訳
　○工事費（1,838,953千円）

　　建物本体の建設工事及び建設予定地のアスファルト舗装等撤去工事を実施
　○工事監理費（101,056千円）
　　上記工事に係る監理業務を実施
　○調査費（127,172千円）
　　県庁舎建設に伴い発生する可能性のある周辺家屋への影響調査、電波受信調査等を実施
　○開設準備調査検討費（66,590千円）
　　什器等の調達、移転の手順、新庁舎の管理運用等に係る調査検討業務を実施
　○事務費、有識者会議開催費、申請手数料（32,329千円）
　　有識者から意見を聴取するための会議開催費
　　建築基準法に係る申請手数料
	事業内容
	金額
	備考

	旅費
	5,136
	委員費用弁償、業務旅費

	需用費
	7,260
	消耗品費、会議費、印刷製本費

	役務費
	5,871
	申請手数料、電話・郵便代

	委託料
	297,370
	工事委託費、業務委託費

	使用料及び賃借料
	3,943
	設計用ソフト使用料、会場借上料

	工事請負費
	1,838,953
	県庁舎建設工事費等

	その他
	7,567
	賃金、共済費、備品購入費、負担金、
報償費

	合計
	2,166,100
	


	　決定額の考え方　

所要額を計上します



４　参考事項
　○事業スケジュール　　　　　　　　　　　　　
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事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・有識者会議や県議会での議論、パブリックコメント等を踏まえ、平成２９年度に基本設計、平成３０年度に実施設計を策定。平成３１年度は、建物本体の建設工事に着手する。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・本事業は単独の施設の整備事業であるため、指標を設定することは困難である。



（前年度の取組）

	・平成２９年度に取りまとめた県庁舎基本設計を踏まえ、実施設計を進めた。



（前年度の成果）

	・平成３１年２月に県庁舎の実施設計を完了。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	現庁舎は平成３１年度で築５３年を迎え、建物や設備の老朽化により今後、維持・修繕コストの増加が見込まれる。また、業務拡大に伴う狭あい化によりスペースが十分に確保されていないことや、一定の耐震性はあるものの、大地震発生時に建物自体の損傷や設備の破損により、災害対策の中枢拠点として十分機能しないことが危惧されるため、早急な建替えが必要。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・建物本体の建設工事を着実に行うとともに、移転の方法や新庁舎の管理・運用について検討を進める必要がある。



（次年度の方向性）
	・県庁舎再整備を着実に進めるよう、引き続き本事業を継続する。



